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 令和７年１０月２８日

 決定

 

１　下水道事業の財務状況と収支の見通し 

令和６年度末時点における下水道事業の資産、負債及び資本の状況は、資産総額が１

２，１７１，１１７千円であるのに対して負債総額が１１，１６３，７２１千円となっ

ており、資本への計上額は１，００７，３９６千円となっている。一方、令和７年度に

は純利益が２５，９２９千円生じる見込みであり、その結果、令和７年度末における下

水道事業の資産、負債及び資本の状況は、資産総額が１１，８５３，９６８千円、負債

総額が１０，８１４，８２５千円、資本計上額が１，０３９，１４３千円となる見通し

 である。

しかしながら、令和７年度に生じる純利益は、一般会計から他会計補助金を１２０，

２８９千円繰り入れることを前提としたものであり、この補助金の繰入れがなければ同

年度において多額の純損失が生じることになり、その結果、資本が外部へ流出する事態

を招くことになるなど、独立採算を原則とする地方公営企業の財務状況としては、決し

て健全であるとはいえない状況になっている。また、水洗化人口も平成２７年度末の１

９，７１５人をピークに減少傾向が続いており、令和６年度末における水洗化人口は１

８，５６６人と、前年度と比較してやや持ち直したものの、ピーク時と比較すると６％

 近い減少となっている。

令和８年度においても、下水道使用者の大幅な増加や大規模事業所の開設などといっ

た地方公営企業の収入の増加につながるような要因は見当たらず、また、日本銀行が令

和７年７月に公表した経済・物価情勢の展望（展望レポート）では、日本経済の先行き

は、各国の通商政策等の影響を受けて、海外経済が減速し、わが国企業の収益なども下

押しされるもとで、緩和的な金融環境などが下支え要因として作用するものの、成長ペ

ースは鈍化すると考えられ、その後については、海外経済が緩やかな成長経路に復して

いくもとで、成長率を高めていくと見込まれるとされている。一方、リスク要因として

は様々なものがあるが、とくに各国の通商政策等の今後の展開やその影響を受けた海外

の経済・物価動向を巡る不確実性は高い状況が続いており、その金融・為替市場やわが

国経済・物価への影響については、十分注視する必要があるとされている。リスクバラ

ンスをみると、経済の見通しについては、２０２５年度と２０２６年度は下振れリスク

の方が大きいともされている。 



そのような中においては、下水道使用料などの収益が増加するといった見通しを立て

ることは難しく、また、昭和５０年代に建設した管路施設を中心に、その補修や更新と

いった老朽化対策の需要も益々高まっていくことが予想されるため、令和８年度におけ

 る下水道事業の財務状況は、依然として厳しいものになると考えざるを得ない。

 

２　予算原案作成の基本的な考え方 

令和８年度の下水道事業会計の予算原案作成の基本的な考え方は、１の下水道事業の

 財務状況と収支の見通しの内容を踏まえて、次のとおりとする。

(１)　八街市総合計画２０２５等の着実な推進 

八街市総合計画２０２５前期基本計画等の市の策定する計画に掲げる下水道事業に

関する施策のほか、公共下水道事業計画や公共下水道ストックマネジメント計画など

 に定める事業計画を着実に推進するため、必要な予算を確保する。

(２)　将来にわたり持続可能な経営の実現 

下水道事業の経営を将来にわたって持続可能なものとするため、事務事業の見直し

を徹底して行い、下水道使用料などの収益を確実に確保するとともに、下水道施設の

 維持管理費などといった費用の削減を図る。

(３)　一般会計予算編成方針との整合 

下水道事業の経営には一般会計からの補助金の繰入れが不可欠である状況に鑑み、

下水道事業会計の予算原案作成は、令和８年度の一般会計予算の予算編成方針の趣旨

 を尊重し、これとの整合をとりつつ行うものとする。


